













































































































































（3） 我妻・前掲注 (1)『新訂　民法総則』 308頁。







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（71） 山本豊・前掲注（35）「消費者契約法（2）」 89頁、河上・前掲注（35）『民法総則講義』 398頁。
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を行い、消費者と契約を締結した場合も、販売店が作成したカタログではない
ということになり、販売店は、カタログの記載が真実か否かは知らない状態で
あるということは変わりないのではないだろうか。それにもかかわらず、一方
は取消権の対象となり（しかも現行法においても）、一方は取消権の対象とな
らないというのは矛盾しているのはないだろうか。
３　将来に対する影響という点について
確かに、「勧誘」要件の適用範囲を広げることにより、本来あるべき活動が
阻害されるのかという点は問題であり、企業が、新たな事業を立ち上げようと
するとき、そのコストゆえに、また、法律による規制ゆえに経済活動を委縮し
てしまうことは望ましいことではない。しかし、そうだからといって、消費者
の権利・利益を犠牲にしてもよいということにはならないはずである。公害問
題などまさに企業活動を優先するゆえに、地域住民の健康被害を生じさせてき
たものであり、消費者問題も同様に企業活動の優先から消費者の権利・利益が
侵害されてきたという時代を経験してきたのであり、そのために、法律による
規制が必要とされてきたのである。そうすると、ここで、「勧誘」要件の適用
範囲の拡大により、被害救済や被害防止ができるのであれば、適用範囲の拡大
に躊躇する必要はないと思われる。
また、現在においては、「消費者全体の利益」のために活動する適格消費者
団体やその他の消費者団体などが存在するのであり、これらの消費者保護（支
援）機関との協働により、健全な市場環境を形成し、その中で、利益を上げる
ということの方がよいのではないであろうか。具体的には、適格消費者団体な
どに自身の事業内容につき相談をし、問題点がないかをチェックしてもらう、
また、適格消費者団体などが、申入れ活動を行う場合には積極的に協力するこ
とにより、適格消費者団体やその他の消費者団体と事業者が協働し、健全な市
場環境を形成することができるのはないだろうか。
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２）民法との関係―不実表示（改正民法95条）と不実告知（消費者契約法）
（１）はじめに
上記（Ⅱ－ⅲ－２））において概観したように、改正法案が成立した場合、
不実表示の類型については、改正民法95条の錯誤規定により、処理されること
となりそうである。そうすると、民法においても不実表示の処理が可能となり、
現在のように、事実と異なる情報（「誤った情報」）により誤認し契約を締結し
た当事者の救済手段として明文の規定が消費者契約法４条の不実告知のみでは
なくなることとなる。そこで以下では、改正民法95条の錯誤規定と消費者契約
法４条の不実告知規定との比較を行ってみたい。
要件については、以下のとおりとなる。
錯誤 不実告知（消費者庁）（72） 不実告知（私見）
① 表意者が法律行為の基
礎とした事情について
のその認識が真実に反
する錯誤
② その事情が法律行為の
基礎とされていること
が表示されていること
③ その錯誤が法律行為の
目的及び取引上の社会
通念に照らして重要な
ものであること
① 消費者契約の締結につ
いての勧誘に際するこ
と
② 重要事項について、事
実と異なることを告げ
ること
③ 当該消費者契約の申込
みまたは承諾の意思表
示をしたこと
④ 不実告知と消費者の意
思表示の因果関係
① 消費者契約の勧誘に際
し、重要事項について
事実異なることを告げ
ること
② 不実告知と消費者の意
思表示の因果関係
ここで、私見における要件について、説明を加えておきたい。私見において
は、「誤った情報を提供することが、違法・不当である」から検討すると、「勧
誘」要件には特に意味を持たせる必要はないということとなるので、消費者庁
の要件でいうところの「重要事項について事実と異なることを告げる」という
（72） 消費者庁企画課編・前掲注（32）『逐条解説　消費者契約法』 109、124頁。
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要件に吸収されることとなる。消費者庁の見解での「不実告知と消費者の意思
表示の因果関係」の要件の中に、すでに「意思表示」が含まれているので、当
該消費者契約の申込みまたは承諾の意思表示をしたこと」の要件を独立に設け
る必要はない。
（２）表示と告知
まず、錯誤規定おいては、「表意者が法律行為の基礎とした事情についての
その認識が真実に反する錯誤」について「法律行為の基礎とされていることが
表示されていること」とあり、相手方が「誤った情報」を積極的に告知してい
ることを要求していないのに対し、不実告知においては、「事実と異なること
を告知」することが要求されている。
「告知」については、立法担当者の見解では、「必ずしも口頭によることを必
要とせず、書面に記載して消費者に知悉させるなど消費者が実際にそれによっ
て認識しうる態様の方法でよい」（73）としている。もっとも、「告知」に該当す
るとされる例（74）を見ると、口頭での説明をしていると思われるものであるの
で、立法担当者の「口頭によらない」との説明がどこまで妥当するのかは不明
である。また、立法者のチラシや広告は勧誘に含まないとの立場からすると、
「告知」につき、「口頭」だけではなく、「書面」でもよいとすることは矛盾し
ているのはなかろうか。これに対し「勧誘」要件につき、広告等も含むとする
場立からは、「事実に反する口頭、文書その他の表示をすること」とされてい
る（75）。「勧誘」要件においてチラシや広告を含むとした場合、「告知」について
も、広告やチラシにおいてなされていると判断することができるので、このよ
（73） 消費者庁企画課編・前掲注（32）『逐条解説　消費者契約法』 114頁。
（74） 消費者庁企画課編・前掲注（32）『逐条解説　消費者契約法』 114－115頁。〔事例４－
10〕では「事業者から口頭で」とあり、〔事例４－11〕では「業者から「築５年である」
旨の説明を受けて」とあり、〔事例４－12〕では「「当センターの派遣する家庭教師は東大
生です」と勧誘された」とあり、〔事例４－13〕では「いつでもやめられるという説明」
とある。〔事例４－12〕は、書面の可能性が考えられるが、勧誘についてチラシや広告は
含まないとするのが立法者の見解とすると、ここでも書面ということは考えにくい。
（75） 落合・前掲注（35）『消費者契約法』 74頁。
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うな定義でも特に問題は生じない。
ここで、立法者の見解と思われる「告知」につき、「口頭」や「説明」が必
要とした場合、不実表示（民法）と不実告知（消費者契約法）との間で、積極
的に表意者または消費者に「口頭」や「説明」をしているか否かという違いが
出てくる。しかし、広告等も消費者の誤認を惹起する可能性があり、広告等に
より消費者が、誤認し、望まない契約を締結した場合にその契約からの解放が
必要である。そうすると、広告（書面）等が「告知」に当たらないとすること
は、広告等につき「勧誘」要件に含めるとした意図を没却することとなり、不
当である。
（３）不実表示（民法）・不実告知（消費者契約法）の対象
次に、不実表示・不実告知の対象について、錯誤規定においては、動機の錯
誤も錯誤規定の対象として規定され、不実告知においては、動機について重要
事項に当たるかについては議論があったところ、2016年の改正により、動機も
重要事項に含まれることが明文化されたことから、不実表示・不実告知の対象
については、錯誤と不実告知との間に差はないと考えられる。ただし、錯誤に
おいては、新たな概念である「取引上の社会通念」が導入され、この概念（要
件）について、どのように解釈されるのかが問題となる。この「取引上の社会
通念」の要件につき厳格に解釈した場合、表意者の陥った動機の錯誤が「取引
上の社会通念」に照らし重要ではないと評価される可能性がある。しかし、こ
の「取引上の社会通念」の解釈については、当事者の合意や意思よりも「取引
上の社会通念」が優位に立つとの解釈をすることは妥当ではなく、当事者の対
等性を考慮し、柔軟に解釈すべきである（76）。
（76） 「取引上の社会通念」の解釈につき、山里・前掲注（47）「契約の解釈」 109－110頁。
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（４）効果
効果については、不実表示（改正民法95条）においては、錯誤により意思表
示が取り消された場合は「原状回復」（改正民法121条の２）となり、不実告知
（消費者契約法）の場合は「現に受けた利益」（消費者契約法６条の２）（77）となり、
この点での違いが出てくることになる。
（５）まとめ
以上の検討からすると、不実表示（改正民法95条）と不実告知（消費者契約
法）との間で要件面での差（違い）は適用対象（民法は契約一般が適用対象で
あり、消費者契約法は消費者契約のみに限定）のみとなる。効果の面をみると、
「原状回復」か「現に受けた利益」かの違いとなる。
不実表示（改正民法95条）と不実告知（消費者契約法）との規定の差（違い）
が、適用対象の違い、すなわち、契約一般か（民法）、それとも消費者契約に
限定されるか（消費者契約法）に限定であり、この違いから、民法（錯誤・詐欺）
と消費者契約法（不実告知）の要件の違いが導き出されていた。すなわち、民
法が対等当事者間の契約（取引）を念頭においた規定であるのに対し、消費者
契約法が格差のある当事者間の契約（取引）であり、この違いから、格差のあ
る当事者間の契約において、対等当事者間の契約で適用される規定より要件を
緩和するとされてきた。しかし、上記のとおり、不実表示（錯誤・民法）と不
実告知（消費者契約法）との要件面での違いがほとんどないということになる
とすると、そして、不実表示が「誤った情報」を表示（提供）したもので、主
に格差のある当事者間で生じると考えられることからすると、民法において、
対等当事者を念頭に置いたものという考え方は修正されることになるのではな
かろうか。この点について、詳細な検討は別途必要となるところ、私見におい
（77） 立法資料による解説（消費者契約法専門調査会・前掲注（45）「消費者契約法専門調査
会報告書」 166頁）では、「現存利益」とされているが、条文上の文言は「現に受けた利益」
となる。
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ては、民法においても格差のある当事者間の契約（取引）も念頭に置くことも
必要であると考えている。民法における対等当事者間の契約（取引）を念頭に
置いた解釈適用という原理は修正されるべきであると考えている。
Ⅴ　おわりに
以上で、他者の行為と意思表示の効力について、「何」を伝えるかというこ
との重要性の観点からの検討を終えることとする。契約を締結しようとするこ
との決定において、相手方から提示される情報は、非常に重要であり、その情
報の真偽は特に重要となる。その観点からするならば、「誤った情報」の表示
（提供）は、望まない契約を締結する可能性を高めるものとなる。そうすると、
相手方の「誤った情報」の表示（提供）は、違法性・不当性を帯びる行為と評
価することができるのではないだろうか。そこで、「誤った情報」をもとに締
結した契約につき、その申込みまたは承諾の意思表示の効力は否定されるべき
である。
ここで、「誤った情報」をもとに締結された契約の効力について、触れてお
きたい。「誤った情報」をもとに締結された契約につき、その効力が否定され
るのは、申込みまたは承諾の意思表示である。したがって、「誤った情報」を
もとに締結された契約は、不成立ということになる（78）。
最後に、本稿においては、詐欺、錯誤（不実表示）、そして、不実告知（消
費者契約法）についての検討しか行うことができなかった。不実告知は、消費
者契約法のほか特定商取引法についても規定があり、消費者契約法において
も、不実告知以外にも誤認類型は存在する（断定的判断の提供・不利益事実の
不告知）。また、本稿においては、裁判例についても、触れることができなかっ
た。これらの点については、後日の検討課題とさせていただきたい。
（78） 2001年度私法学会シンポジウム「法律行為の無効―その再検討と展望―」における加賀
山茂教授の発言も参照（私法64号64－65頁）。
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追記
消費者契約法専門調査会は、現在も継続しており、第34回会議において、議
論がされている。しかし、本稿脱稿時（2017年３月29日）において、議事録の
掲載がなされていないことから、触れることはできなかった。
